
研修の種類 趣旨・目的 実施形式 開催 科目 費用 実行機関

 Ⅰ．実務研修

 １.登記研修 　「登記は司法書士」といえるよう、司法書士
が広く国民からの法的ニーズに対応し、社会的
使命及びその職責を全うすることを目的とす
る。
　登記の専門家として不動産登記及び商業法人
登記をはじめ登記全般に関する研修を実施し、
会員の更なる資質の向上と専門知識の研鑽を図
ることを目的とする。
　多様な登記に関わる法改正等、最新の知識も
もちろんのこと、初歩的な知識をも集大成し、
司法書士の登記業務に関する理解を深める。
　民法、会社法、不動産登記法、商業登記法、
その他登記に関連する法規についての深い理解
及び知識の習得を図る。

・講義
・演習
（外部講師、会員講師に
よる）

年６回以内 ・不動産登記
・商業登記
・法人登記
・動産譲渡登記
・債権譲渡登記
・登記業務に関わる倫理

 全額会負担  総合研修所
（登記研修室）

 ２．民事・刑事裁判研修 　本人訴訟支援に関する知見を深め、裁判所及
び検察庁に提出する書類作成業務に関する基礎
的実務能力の向上を目的とする。
　民事裁判実務研修においては、要件事実論、
事実認定論及び訴訟物論を研修課題とし、実務
の架け橋となるような講義を通して、事件処理
能力の向上を図る。
　刑事裁判実務研修においては、司法書士に対
する市民の法的要請に応えて、刑事事件全般に
ついて知見を深め、能力の向上を図る。
　多重債務・消費者問題研修においては、多重
債務や消費者問題に対する高度な知識及び実務
能力を養うと共に法律家としての倫理を確立す
る。
　裁判書類作成実務における司法書士の裁判事
務に対する心構え、簡裁代理権の範囲に関わる
事例も含めて倫理観の習得を図る。

・講義
・演習
（外部講師、会員講師に
よる）

年１０回以内 ・民事訴訟の基礎理論
・通常訴訟手続（書類作
成）
・民事調停手続（書類作
成）
・告訴状･告発状の作成
等を含む刑事裁判手続
（書類作成）
・本人訴訟支援
（破産・民事再生等の多
重債務事件、消費者問題
事件、労働事件、交通事
件等の民事事件）
・刑法、刑事訴訟法、刑
事裁判手続等の刑事裁判
実務全般
・裁判書類作成における
倫理

 全額会負担  総合研修所
（民事・刑事裁判研
修室）

 ３．簡裁訴訟代理研修 　簡裁訴訟代理に関する知見を深め、法律実務
家としての裁判実務に関する基礎的実務能力の
向上を目的とする。
　簡裁訴訟代理業務を遂行するために必要な倫
理及び実務能力の習得を目的とする。
　簡易裁判所の裁判官を講師とする研修によ
り、簡裁訴訟代理の現状を把握して代理人とし
ての資質向上を図るとともに、具体的な事案に
基づく訴状及び答弁書等の起案や訴訟活動の模
擬演習を通じて、実践的な能力向上を図る。

・講義
（外部講師〈簡易裁判所
判事、弁護士等〉、会員
講師による）

年６回以内 ・民事訴訟の基礎理論
・裁判代理実務全般
・民事調停代理
・通常訴訟代理
・少額訴訟代理
・簡裁訴訟代理における
倫理
・その他

 全額会負担  総合研修所
（簡裁訴訟代理研修
室）



研修の種類 趣旨・目的 実施形式 開催 科目 費用 実行機関

 ４．家事事件・財産管理
     研修

　成年後見制度に関わるもののみならず、司法
書士の家事事件に関する業務は増え、家事調
停・審判に関与する機会も多くなっている。ま
た、遺言執行、遺産承継、民事信託、財産管理
等、規則第３１条に係る業務が増えている。市
民の期待と要請に十分応えられるように、ま
た、市民の信頼を十分に得られるように家事事
件・財産管理に関する倫理観を養い、家事事件
や財産管理に関わる民法、家事事件手続法等、
各種法令の研鑽を積み、その知識、実務の習得
及び倫理観の確立を目的とする。

・講義
・演習
（外部講師、会員講師に
よる）

年５回以内 ・家事事件全般（親族・
相続を中心に家事事件手
続法、調停や審判の仕組
み等）
・不在者財産管理人、遺
言執行者、相続財産管理
人等の立場での財産管
理、民事信託等、各種財
産の管理に関わる知識、
実務及び倫理

 全額会負担  総合研修所
（家事事件・財産管
理研修室）

 ５．専門研修 　司法書士業務に関わる登記実務、裁判事務、
法律、社会問題等を扱った幅広いジャンルの専
門性の高い研修を企画の上、適宜、当会会員の
適切な業務遂行に必要になるであろう技術や知
識の研鑽に寄与する研修を実施し、市民のため
の法律家としての実務処理能力、法律的素養及
び意識の向上を図ることを目的とする。令和５
年度も特に旬なテーマを中心に扱っていくこと
を目標としており、また、従前同様、年１回は
憲法、特に人権問題に関わるテーマを扱うこと
も目標として掲げる。

・講義
（外部講師、会員講師に
よる）

年５～６回 ・適宜選択（司法書士業
務に関わる法律等全般）

 全額会負担  総合研修所
（専門研修室）

 ６．企業法務研修 　会社法等の実体法及びその関係法規等を主と
する商事法務全般についての深い理解及び知識
の習得を図るとともに、企業活動に関連する各
種法務との関わり方とその支援方法等を分析、
整理、検討して、司法書士が、企業法務を担っ
ていくために必要な法的知識とスキルを養成す
ることを目的とし、司法書士にとって必要不可
欠かつ十分な実務処理能力を身に付けることを
主眼とする。

・講義
（外部講師、会員講師に
よる）

年５回以内 ・会社法全般（設立、機
関設計、新株予約権、計
算等、解散、清算、持分
会社、組織再編）
・企業組織運営、労働関
連、各種契約、商取引、
ファイナンス関連、知的
財産関連、営業販売関連
（消費者保護、不正競争
防止法等）
・税務・会計
・商事争訟
・法改正等会社に関する
登記以外の業務を主とす
る

 全額会負担  総合研修所
（企業法務研修室）



研修の種類 趣旨・目的 実施形式 開催 科目 費用 実行機関

 ７．民事保全・執行
　   手続研修

　民事紛争の最終的解決を図るために必要な保
全及び執行について、国民の権利の擁護（債務
名義が絵に描いた餅にならないため）に寄与
し、司法書士ができる代理業務及び裁判書類作
成業務に関わる民事保全手続及び民事執行手続
に関する法令の研鑽、知識・実務の習得を目的
とする。

・講義
（外部講師〈地裁裁判
官、地裁書記官、執行
官、弁護士〉、会員講師
による）

年５回以内 ・民事保全事件全般
・民事執行事件全般

 全額会負担  総合研修所
（民事保全・執行研
修室）

 ８．判例・先例研究 　事実上の法源である判例及び登記申請手続に
おける行為規範である先例等を研究し、その成
果について発表・報告をすることにより、当会
会員の法律的素養及び法的思考能力のボトム
アップを図る。これにより、司法書士全体にお
ける法律的素養及び法的思考能力の更なる向上
を目指し、会員が国民のニーズに応える質の高
い法的サービスを提供することに結びつけるこ
とを目的とする。

・研究発表、報告
（外部講師、会員によ
る）
・叢書の発刊

年２回 ・司法書士業務、職務に
関連する判例
・上記判例に関する法
令、先例、通達

 全額会負担  総合研修所
（判例・先例研究
室）

 ９．倫理研修 　司法書士の使命規定が設けられたことによ
り、会員が国民の権利擁護の責任を自覚し、自
由かつ公正な社会の形成に寄与することを目的
とし、業務遂行能力の向上だけでなく、より高
度な司法書士倫理を保持するための執務姿勢に
関する研修を行う。
　社会から要請され司法書士に課される依頼者
に対する善管注意義務及び公正な立場を保持す
る義務を果たすために、懲戒事例等に関する研
修を行う。
　司法書士としての品位を保持しつつ、国民の
信頼に応えうる司法書士業務に関わるための倫
理研修を行う。

・講義（外部講師、会員
講師による）

年３回以内 ・司法書士倫理に関する
研修
・会員の執務姿勢に関す
る研修
・懲戒事例等に関する研
修
・司法書士業務に関わる
倫理研修

 全額会負担  総合研修所
（倫理研修室）

 Ⅱ．成年後見研修 　法律のみならず福祉、医療、行政等の社会制
度に習熟し、各種専門家との連携及び調整役を
務める資質を養成し、高い倫理観を持ったプロ
フェッションとしての後見人を育成する。

・講義
（外部講師、会員講師に
よる）

１期 ・成年後見全般 リーガルサポー
ト東京支部との
共催　一部会負
担

 研修部
 企画・運営について
は、リーガルサポー
ト東京支部へ委嘱



研修の種類 趣旨・目的 実施形式 開催 科目 費用 実行機関

 Ⅲ．新人研修

 １．新人研修 　１年以内に当会に入会予定の司法書士となる
資格を有する者に対し、実務に必要な知識等を
教授し、基礎的実務処理能力を備えることを目
的として、司法書士として社会で活躍するため
の人材育成の礎となることを目指す。また、司
法書士制度及び当会の役割、活動に対する理解
を併せて深めるとともに当会への帰属意識を醸
成させることを目的とする。
　各分野に精通する会員講師による具体的実例
に基づいた実践的な講義内容によって、高い倫
理観に基づいた執務姿勢を身に付けさせるもの
とする。また、当会入会後には、日司連会員研
修規則第６条第１項に基づく単位を取得するよ
う促す。
  なお、日司連主催の中央新人研修及び関東ブ
ロック主催の新人研修と併せて、司法書士の職
務像や職務環境、実務処理に関する基本的事項
を修得させる。
  また、未受講の既登録会員についても、積極
的に受講を促し、将来の人材育成を図る。

・講義
・演習
（会員講師による）

１期 ・司法書士制度
  （倫理・綱紀・東京司
法書士会の組織及び活動
を含む）
・司法書士職務
　不動産登記
　商業法人登記
　成年後見
　多重債務・消費者問題
  裁判業務
　財産管理業務
  法律相談等密接に関連
する業務

 一部会負担  総合研修所
（新人研修室）

 ２．配属研修 　新人研修修了者に対し、配属事務所の受託事
案を題材とする体験実習を行う。会員講師の直
接指導により、執務姿勢の基本を学びながら、
実務処理能力、司法書士としての倫理、司法書
士制度への理解及び当会への帰属意識を養う。

配属研修
（会員講師による）

 研修部

 Ⅳ．支部セミナ－・
     支部ブロック
     セミナ－

　支部セミナ－及び支部ブロックセミナ－は、
当会主催の研修会を補完し、かつ、会員の研修
に対する自主性を養成することを目的とする。
日常業務に必要な情報交換等を通じて問題点な
どを共有しながら日常業務の質の向上を図る。

・セミナ－
・講義
・質疑応答、グループ
ディスカッション
（外部講師、会員講師に
よる）

・各支部 ３回以上
・支部ブロック会
各１回以上

・法令、先例通達、取扱
事例等から随時設定
・会からの統一テーマ

 一部会補助  研修部

 Ⅴ．その他

 １．日司連年次制
     研修

 全額会負担  研修部

 ２．司法書士特別
　　 研修

 一部会負担  総合研修所
（特別研修対策室）

（別に定める要綱による）

　平成１６年度の第６５回日司連定時総会において承認された日司連会員研修規則の一部改正により、年次制研修を実施
する。
　実施方法は、令和５年度日司連年次制研修実施計画（案）による。
　令和５年４月１日において、以下の登録期間に達する司法書士会会員が受講対象者となる。
　① 満３年【平成３１年（２０１９年）４月１日～令和　２年（２０２０年）３月３１日登録】
　② 満８年【平成２６年（２０１４年）４月１日～平成２７年（２０１５年）３月３１日登録】
　及び以後５年を加えた年。
　ただし、昭和５４年（１９７９年）１月１日付の登録者は、登録日でなく、入会日とする。

　日司連が実施する司法書士特別研修を運営する関東ブロックと連携を図りながら協働して行う。
　実施方法は、日司連の特別研修実施要領に基づく。


	令和5年度事業計画 (案)

